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Ⅰ．計画策定の趣旨 

１ 社会的背景 

水道事業は、公衆衛生の向上や生活環境の改善を目的に、日常生活や社会経済活動の根底を

支える基盤施設として、重要な役割を果たしてきました。 

近年、東日本大震災などの大規模な災害が発生しており、地震・災害時等のライフラインの

耐震化・危機管理体制の整備も急務となっています。 

しかしながら、水道事業を取り巻く環境は、少子化・高齢化による人口減少や、節水型社会

の推進による給水量の減少に伴い、料金収入の減少が予測されており、さらに水道施設の老朽

化による更新等、事業費の増大が懸念され、経営環境の厳しさは増しつつあります。 

こうした中で、今後も水道事業が安全な水を安定供給して行くためには、経営環境の変化に

対応した効率化・健全化の向上に取組んでいくことが求められています。 

 

２ 現状と課題 

（１） 事業について 

白井市の上水道は、二つの水道事業が給水しており、千葉ニュータウン区域は千葉県水道

事業が、冨士、白井、西白井地域とその他一部の地域は白井市水道事業が給水しています。 

白井市水道事業は、水源を印旛広域水道用水供給事業（以下、「印広水」という。）から受水

しており、昭和５９年から順次整備を進め、昭和６２年には冨士地域で給水を開始し、平成 

１２年に白井地域、平成１４年に西白井地域、その他の地域も順次給水しています。 

現在の目標年度を平成３０年とした計画では、近年の新規宅地開発等により給水人口、1日

最大給水量が計画を上回る見込みとなったため、変更計画（計画目標：平成３７年度）を平成

２７年度に策定しました。 

 

≪計画概要等≫ 

目標年度 平成３０年
平成３７年
（計画変更後）

平成２６年度末
実績

給水区域面積 ９５６ｈa ９６７ｈa ５８８ｈa

給水人口 １８，２００人 ２０，７００人 １７，９７２人

一日最大給水量 ５，４４０ ５，７４０ ４，５５９ 
 

白井市水道事業計画図は、別掲 
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配水施設においては、平成２６年度末での市施工の配水管整備延長は５７．６ｋｍ、事業計

画に対する進捗率は７０．２％となっています。 

配水場については、現状の暫定受水による水圧不足の解消、受水費の削減、震災時等の非常

時における飲料水確保のため、平成２６年に基本設計、平成２７年に実施設計を行い、平成 

２８年から建設することとし、平成３０年度の稼働を目指して進めています。 

施設の維持管理については、配水管の標準耐用年数が３８年となっており、配水管総延長 

９１．４ｋｍ（受贈※３３．８ｋｍを含む）のうち、３０年を経過した配水管の割合が

９．５％、２０年を経過した配水管の割合が３９．１％（いずれも平成２６年度末現在）と

なっています。また、配水管の経年使用による鉄さび、砂などが沈積していることから、平成

２３年度から平成２６年度には、西白井地域の配水管洗浄作業を行いました。 

今後は、配水場稼働を見据えて、配水管全体の管内洗浄作業を計画的に実施する必要があり

ます。平成２６年度末においては、配水管洗浄実施率は２１．７％となっています。 

また、将来的な老朽化に備え、適切な管路更新計画の策定に取組む必要があります。 

       ※受贈…主に宅地開発により、贈与を受けた財産（配水管など）。 

 

    ≪配水場建設計画≫                        単位：百万円 

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 事業費

13

41

配水池
管理棟等

電気設備
自家発電設備

総事業費 1,326

1,272

基本設計

実施設計

配
水
場
建
設

 
 

（２）経営の状況 

 （ア）経営全般 

近年は宅地開発等の影響もあり、給水人口の増加が続いているものの、水需要の９割以上が

一般家庭であるため、節水意識の高まりや節水機器の普及などにより給水量が減少し、水道料
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金収入の大幅な伸びが見込まれない中、施設の維持管理費は増加傾向にあります。また、同一

行政区域内の県営水道と料金をほぼ同額としていること、自己水源（地下水）を所有しておら

ず、印広水からの全面受水であることから受水費が割高となっているため、市や県からの繰入

金を受けています。このことから、さらなる経費の削減に努めるとともに、水道料金の徴収率

向上に取組む必要があります。 

 

（イ） 収益的収支 

 「収益的収支」とは、水道水を使用者の皆さまに送り届けるために必要な支出とその財源

となる収入をいいます。 

収入は、平成２６年度で全体５億２千４百万円のうち、主に水道料金収入（５８．４％）、

給水申込納付金（２５％）及び一般会計からの繰入金（５．９％）が占めています。 

水道料金収入は、給水人口、給水量の増に伴い増加していますが、近年の節水傾向から微増

となっており、また給水申込納付金については、宅地開発の減少に伴い年々減少する見込みで

す。 

今後は、水道料金の徴収率の更なる向上と水道加入促進に取組む必要があります。 

一般会計からの繰入金も、将来的な水道施設の老朽化に備え、更新需要を予測するためのア

セットマネジメント（資産管理）の策定や危機管理マニュアル(水安全計画)などの一時的な経

費が必要なため、増加する見込みです。 

支出は、平成２６年度で全体４億６千７百万円のうち、主に受水費（６１．２％）、減価償

却費（１９．４％）及び修繕費（４．４％）が占めています。 

受水費は、給水人口、給水量の増に伴い増加していますが、配水場の平成３１年度本稼働に

より、契約受水量の平準化が図れ、抑制される見込みです。 

減価償却費、企業債利息は、配水場稼働に伴い費用が増加する見込みです。将来的には、施

設の老朽化による維持管理費の増加が見込まれることから、経費の合理化、平準化を図りなが

ら、計画的な管路更新事業に取組む必要があります。 

 

（ウ）資本的収支 

 「資本的収支」とは、施設を整備するために必要な支出と、その財源となる収入をいいま

す。 

収入は、平成２６年度で全体５千６百万円のうち、主に一般会計からの繰入金
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（７８．７％）、企業債（６％）及び国庫補助金（６％）が占めています。今後、配水場の

建設により多額の財源が必要となる平成２８年から平成３０年度においては、国庫補助金を最

大限に活用し、繰入金の抑制に努める必要があります。 

支出は、平成２６年度で全体７千９百万円のうち、主に建設改良費（７０．４％）及び企業

債償還金（２９．２％）が占めています。 

企業債残高は平成２６年度末で約４億６千３百万円ですが、配水場建設により、平成３０年

度には９億円を超えピークとなる見込みです。今後、借入の際は企業債の金利を考慮した種

類の選定や、繰上償還などの工夫を図る必要があります。 

 

（エ）県内水道の広域化について 

広域化の推進については、水資源の総合的な確保、水道施設の集中管理、水の相互融通に

よる自然災害への対応、料金格差の是正等を図る観点から、地域の実情に応じ、取組む必要

があります。 

 千葉県（以下、「県」という。）は（平成２７年９月、千葉県内水道の統合、広域化の進め

方（取組方針）より）、広域自治体として、広域的な水源の確保及び水道用水供給事業を担い、

市町村は、基礎自治体として、住民生活に密接なサービスである末端給水事業を担うことを

基本とすることとしています。この考え方に基づき、県は、県内水道用水供給事業体の水平

統合を目指すこととし、九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道との統

合を、リーディングケースとして検討を進めていくこととしています。その他の地域（北千

葉、印旛など）との統合・広域化については、それぞれの地域の実情に配慮しつつ、市町村

等と十分な対話を行い、合意形成を図りながら進めていくこととしています。併せて、統

合・広域化の目的を達成していくためには、市町村が担う末端給水事業についても、運営基

盤(技術力・経営力・財務力)の強化を図ることが重要であることから、統合・広域化の促進、

支援に取り組む必要があります。以上の考えを踏まえ、県内水道のあり方に関する方向を示

す水道整備基本構想（千葉県版地域水道ビジョン）等の策定に取り組むこととしています。 

印旛地域では、当市以外の自己水源（地下水）を所有している事業体が、八ッ場ダム建設

（平成３１年度完成予定）を契機に受水（表流水）への転換を求められますが、当市として

は、自己水源を所有しておらず全面受水（表流水）であることから、水源の転換による影響

はないと捉えています。 
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（３）職員数と人材育成 

平成２７年度現在での職員数は５人であり、人員の適正配置を行っています。ライフライン

を担っている水道事業においては、継続的かつ安全に給水していく必要が強く求められていま

す。今後の施設管理や運用を考慮しつつ、災害時においても、水道の安全給水を迅速に行うこ

とのできる体制づくりを目指した人員配置を行う必要があります。また、人材の育成・確保が

必要になることから、研修、講習会などの参加により、必要な知識及び技術の向上に努め、業

務の効率化を図る必要があります。 

 

３ 中期経営計画策定の趣旨 

水道事業は、公営企業として健全な事業運営が求められ、「経営」の視点に立って事業を展

開していくことが必要です。平成１７年度から「水道中期経営計画」を策定し取り組んできま

したが、現行の計画「白井市水道事業第２次中期経営計画」は、平成２７年度で終了すること

から、平成２８年度スタートの「白井市第５次総合計画」に併せ、新たな５カ年（平成２８年

度～平成３２年度）の「白井市水道事業第３次中期経営計画」を策定いたしました。 

この計画は、水道水の安定供給のための配水場建設、水道施設の将来的な更新時期を踏まえ

た計画的な施設維持管理及び経営の効率化・健全化を図るなど、中期的な視点に立って取組

むため、策定するものです。 

 

Ⅱ．事業運営の基本方針 

１ 計画の位置付け 

この計画は、安全な水を安定的に供給するための中期的な白井市水道事業の配水施設の整備、

維持管理などの方向性及び経営などを示した個別計画です。 

白井市第５次総合計画を最上位とし、白井市都市マスタープランとも整合性を図っています。 

 

２ 計画の期間 

開始年度………平成２８年度 

終了年度………平成３２年度 
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３ 水道事業の今後の推移と取組み 

（１）配水施設整備 

配水施設（配水場・配水管）については、市民ニーズや地域特性などを考慮しながら、事業認

可取得区域内未整備区域の整備を推進します。また、工業専用地域の区域編入を検討します。 

≪これまでの取組み≫ 

 冨士地域から施設整備を開始し、白井地域及びその周辺地域の配水管を整備しました。 

配水場建設については、平成２６年度に基本設計、平成２７年度に実施設計を進めています。 

 

≪５ヵ年における事業予定≫ 

事業年度 事 業 の 内 容 

Ｈ２８ ・配水場建設（配水池、管理棟、場内整備） 

・配水管整備（木、白井地域）延長４８５ｍ 

Ｈ２９ ・配水場建設（配水池、管理棟、場内整備、電気計装、機械設備） 

・配水管整備（根、白井地域）延長１５０ｍ 

Ｈ３０ ・配水場建設（電気計装、機械設備）、配水場稼働準備  

・実施設計（富塚地域） 

Ｈ３１ ・配水管工事（富塚地域）延長６００ｍ 

Ｈ３２ ・実施設計（根、白井地域） 

平成２６年度末の市施工分の配水管総延長は、５７．６ｋｍです。 

この計画期間中の整備延長は１，２３５ｍとなり７１．６％（５８.８㎞／８２.１㎞）の整備率

となります。 

 

（２）適正な維持管理 

平成３０年度の配水場稼働準備に伴い、配水管の水流、水圧に変動が見込まれることから、こ

の影響を最小限にするため、平成２８年度に配水管内洗浄計画を策定し、計画的な配水管洗浄作

業を行います。 

平成２８年度策定予定の白井市公共施設等総合管理計画を踏まえ、水道事業における配水管路

更新計画を策定します。この計画に基づき老朽化している配水管の更新・耐震化について、限ら

れた財源の中で効果的・計画的に進めていきます。 
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≪これまでの取組み≫ 

   水質検査、配水管水圧測定を定期及び随時行い、安全安心な水道水を供給してきました。 

また、西白井地域の水質維持のため配水管洗浄作業を実施しました。（平成２３年度～平成 

２６年度） 

 

≪５ヵ年における事業予定≫ 

事業年度 事 業 の 内 容 

Ｈ２８ ・配水管洗浄計画策定  

Ｈ２９ ・配水管洗浄作業  

Ｈ３０ ・配水管洗浄作業 ・配水場運転管理及び監視システム運用の準備 

Ｈ３１ ・配水管洗浄作業  

・管路更新計画{将来的な更新需要を予測するためのアセットマネジメン

ト（資産管理）}策定 

・配水場運転管理及び監視システム運用 

Ｈ３２ ・配水管洗浄作業 ・配水場運転管理及び監視システム運用 

・危機管理マニュアル（水安全計画）策定 

 

 

４ 水道経営の今後の推移と取組み 

（１）収益的収支の推移 

  この計画における中期収益的収支計画は下表のとおりです。 

  収入は、近年の宅地開発等による新規利用者が増え、水道料金の増加を見込んでいます。一方

で、平成２６年度から市街化調整区域での宅地開発が抑制されたことから、給水申込納付金の減

少を見込んでいます。 

支出は、配水場が本稼働する平成３１年度以降、当該施設の維持管理費、緊急連絡管負担金な

ど、経費の増加を見込んでいます。 
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≪収益的収支の推移≫                         単位：百万円 

収益的収入 455 468 479 502 514 2,418

水道料金 303 310 314 322 327 1,576

給水申込納付金 56 47 39 32 22 196

繰入金 29 50 60 71 81 291

長期前受金戻入※1 35 35 35 43 43 191

その他 32 26 31 34 41 164

収益的支出 455 468 479 502 514 2,418

受水費等 289 298 304 266 270 1,427

修繕費等 10 15 20 30 41 116

総係費※２ 54 55 55 78 75 317

減価償却費※３ 89 91 91 114 115 500

その他 13 9 9 14 13 58

　

収
益
的
収
支

(

税
抜

）

合計平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

 
※１ 長期前受金戻入・・・補助金等により取得した固定資産の減価償却費相当額を収益化したものです。 

※２ 総係費・・・・・・・事業活動全般にかかる人件費、物件費などです。 

※３ 減価償却費・・・・・固定資産の資産価値減少分を耐用年数に応じて算出し費用化したものです。 

 

（２）収益的収支の取組み 

＜水道料金＞ 

 収益的収入の大部分を占める水道料金は、少子化・高齢化の進行や節水意識の向上などによる

給水量の減少に伴い、今後は水道料金収入の伸び悩みが予想されます。 

 安定した事業運営のためには、今後も水道加入促進や滞納整理などによる取組みが必要になり

ます。 

 また、繰入金への依存割合が高まることから、今後も毎年の経営状況を検証、分析し、また県

営水道料金の動向を注視しながら、経営基盤を安定させるために、料金の見直しを検討します。 

○水道加入促進の向上 

  水道未加入世帯に対し戸別訪問や広報等により加入促進を図り、加入率の向上を目指します。 

○滞納整理の強化（徴収率の向上） 

水道使用料の徴収率は、平成２６年度実績で９９．９８％と高い水準にありますが、下水道事

業と連携し、料金滞納者に対する夜間及び休日の滞納整理を実施します。なお、必要に応じ給水

停止措置による対応もしてまいります。 
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＜繰入金＞ 

 水道事業は、経済性の発揮と公共の福祉を増進するように運営することを原則としています。 

当市は、千葉県環境保全条例（旧千葉県公害防止条例）に基づく地下水採取規制地域指定(昭和

４７年)以降に創設した事業体であるため、自己水源(地下水)を所有しておらず、受水費が割高

となっています。一方、水道料金は千葉ニュータウン地域の水道利用者との格差是正を図り、県

営水道並の料金水準としているため、給水原価が供給単価を上回っており、県からの補助金と併

せて市からの繰入金により補てんしています。更なる料金収入の増加と経費削減を図り、繰入金

の抑制に努めます。 

 

＜維持管理費＞ 

 維持管理費は、配水管洗浄作業、配水場維持管理、配水管路更新計画の策定などにより、経費

の増加が見込まれます。なお、配水場の維持管理については運転管理業務として民間委託を予定

しています。今後、重要度、優先度や費用対効果などを踏まえた維持管理を行うことで、費用の

抑制を図ります。 

 

（３）資本的収支の推移 

この計画における中期資本的収支計画は下表のとおりです。 

収入は、建設改良費の財源として、国庫補助金及び企業債を中心に充てることとしています。 

支出は、平成３０年度にかけて事業費ベースで全体の９０％が配水場等建設改良事業となって

おり、５億～６億円の支出が見込まれます。 
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≪資本的収支の推移≫                         単位：百万円 

資本的収入 538 578 459 39 41 1,655

企業債 208 207 152 11 12 590

繰入金 169 189 160 17 19 554

国庫補助金 159 181 147 10 10 507

その他 2 1 0 1 0 4

資本的支出 563 619 506 77 69 1,834

建設工事費 529 570 452 32 34 1,617

固定資産取得費 1 1 1 1 1 5

建設事務費 7 9 11 7 6 40

企業債償還金 25 27 28 26 27 133

その他 1 12 14 11 1 39

　

資
本
的
収
支

(

税
込

）

合計平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

 
※資本的収支の不足額については、過年度分損益勘定留保資金（減価償却費等、現金支出を必要としない支出に 
よって保留された資金）で補てんします。 

 

（４）資本的収支の取組み 

＜企業債償還＞ 

   企業債の残高は、平成２６年度末で４億円を超えていますが、配水場等建設に伴い、平成３０

年度には９億円に増加する見込みです。配水場等建設には、国庫補助金及び企業債を大きな財源

として整備していきます。計画期間中においても企業債の借入を行いますが、次世代の負担を軽

減するため、企業債の借入をできるだけ抑制し、企業債残高の削減を図ります。 

 

（５）その他の取組み 

＜人材育成＞ 

水道事業に従事する職員には効率的に専門知識・技術を習得することが求められています。

また、県内外で実施される水道事業・企業会計に係る研修、講習会へ積極的に参加し、必要な知

識及び技術の向上に努めます。 

 

＜事務の効率化＞ 

これまでに、下水道部門と連携した徴収体制の強化と共に、料金徴収業務等委託事業者とのオ

ンラインシステム導入による業務の効率化を図りましたが、引き続き事務の効率化に努めます。 
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５ 経営指標 

 計画期間内の給水区域内人口、有収水量の目標数値を総務省の水道事業経営指標にあてはめ

ると、次の表のとおりになります。給水人口は宅地開発により増加していく一方、有収水量は節

水意識の向上により微増にとどまる傾向にあります。 

 また、特に給水原価は平成３１年度から上昇傾向となっています。この要因は一時的な経費

（緊急連絡管設置負担金、危機管理マニュアル策定等）の増加によるものです。今後は、料金の

見直しを含めて経営の安定化を図ってまいります。 

 

≪経営指標≫ 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

①行政人口（人） 63,400 63,900 64,400 65,000 65,500

②給水区域内人口（人） 22,956 23,329 23,639 23,952 24,369

③給水人口（人） 18,600 19,000 19,300 19,600 20,000

④普及率 （％） ③/② 81.0% 81.4% 81.6% 81.8% 82.1%

⑤給水量(千 ） 1,511 1,542 1,568 1,603 1,631

⑥有収水量（千 ） 1,480 1,511 1,534 1,570 1,597

⑦有収率 （％） ⑥/⑤ 97.9% 98.0% 97.8% 97.9% 97.9%

⑧経常費用（千円） 454,811 468,203 478,513 502,326 514,449

⑨経常収益（千円） 454,811 468,243 478,553 502,366 514,489

⑩経常収支比率（％） ⑨/⑧ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

⑪水道料金（千円) 303,268 309,548 314,334 321,568 327,119

⑫給水原価（円/ ）  ⑧/⑥ 307.30 309.86 311.94 319.95 322.13

⑬供給単価（円/ ）  ⑪/⑥ 204.91 204.86 204.91 204.82 204.83
 

※①行政人口は白井市第５次総合計画に準じた人口推計によるものです。 

 

（主な経営指標の見方） 

・有収水量・・・・・給水量のうち、料金徴収の対象となった水量です。 

・有収率・・・・・・料金徴収の対象となった水量の年間給水量に対する割合を示したものです。 

・経常収支比率・・・経常費用が経常収益によって、どの程度賄われているかを示したものです。 

・給水原価・・・・・有収水量１ 当たり、どれだけの費用がかかっているかを表す指標です。 

・供給単価・・・・・有収水量１ 当たり、どれだけの収入を得ているかを表す指標です。 
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６ 定員管理と人材育成に関する計画 

職員の適正配置や定員管理の適正に努めるとともに、積極的に研修、講習会に参加し、必要な知

識の取得及び技術の向上に努めます。更に民間委託の推進を進めます。 

 

 

Ⅲ．危機管理対策について 

  東日本大震災以降、これまで以上に自然災害に強い社会インフラ整備が求められています。当水

道事業においては、耐震機能を持たせた配水管の布設を推進しているところです。（耐震化率： 

６３．５％） 

また、これまでに災害などの緊急時の対応として、県営水道と連結する緊急連絡管を２カ所布設

しており、本計画中に１カ所増設を予定しています。 

地震等の自然災害や水質事故などによる緊急時には、水道災害危機管理マニュアルに基づいて対

応いたします。また、平成３０年度の配水場稼働を目指していることから、早期に危機管理マニ

ュアル（水安全計画）を策定します。 

 

 

Ⅳ．計画達成状況の公表 

１ 公表時期 

この経営計画の達成状況については、平成３２年度決算を踏まえて公表します。 

 

２ 公表方法 

業務内容や経営状況については、白井市ホームページや広報しろいを通じて提供します。 

 

３ 計画達成状況の評価方法 

  事業目標における達成状況の評価は、平成３２年度決算確定後に実施します。 
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